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※2017年11月末時点でのヒアリングベース 

 ※ちばぎん地方創生融資制度とは･･･ 

  千葉県または千葉県に隣接する地域において、創業または新規事業を行う事業者を対象として、 
  お客さまの事業計画に基づき、当行が事業の成長性や計画の妥当性などの事業性評価を行い、 
  最大3年間の元金返済据置き期間を設定することが可能な制度融資 
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＜参考＞ ちばぎん地方創生融資制度の取組み実績 
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 法人ビジネス拡大に向けて認識している課題と取組み 問
題
点 

認
識
し
て
い
る
課
題 

取
組
み 

 

 

企業業績の回復に伴う 
資金調達ニーズの高まり 

競争環境の激化に 
伴い経営課題が多様化 

人手不足に起因した企業の 
働き方改革ニーズの高まり 

外部環境 

事業性評価の 
取組み 

アライアンス 
の活用 

外部パート
ナーとの連携 

 経営者との対話をつうじた企業の潜在的な 

 ニーズ発掘と迅速な課題解決 

 県外進出企業等への資金調達手段の 

 多様化 

 経営課題に応じたソリューションの拡充と 

 提案力強化 

企業ニーズを的確に捉え、最適なソリューションをスピーディに提供することが 
法人ビジネスの拡大には必要不可欠 

これまでの問題点 認識している課題 取組み内容 

 銀行業務の多様化 

  担当者の業界知識や商流把握が不足 

 訪問頻度の減少、
面談時間の短縮化 

   プロダクトアウト型の営業スタイルが主流 

   法人担当者の若年化 

   営業ノウハウは個人 の暗黙知 

   担保・保証を前提とした融資慣行 

   地元経済圏に特化した営業ネットワーク 

   伝統的な銀行業務に特化した法人営業 

 法人担当者の提案営業スキル向上 

 新たな融資スキームの構築 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 
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※ 外為収益・決済収益は除く    

 法人役務収益推移 

（単位：百万円） 

ｺﾍﾞﾅﾝﾂﾌｧｲﾅﾝｽ、 
ＡＢＬ等 
(事業性評価の活用) 

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ、 
ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ、 
私募債等 
(ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ) 

ビジネス 
マッチング 

Ｍ＆Ａ 

その他 
（ﾌﾟﾛﾌｧｲ、PFI等） 

事
業
性
評
価
に
基
づ
く
制
度
融
資
拡
充 

16.4 

地
方
創
生
私
募
債
の
取
扱
い
開
始 

16.6 

Ｔ
Ｓ
Ｕ
Ｂ
Ａ
Ｓ
Ａ
ア
ラ
イ
ア
ン
ス
締
結 

千
葉
・
武
蔵
野
ア
ラ
イ
ア
ン
ス
締
結 

16.3 15.10 

千
葉
・
武
蔵
野
ア
ラ
イ
ア
ン
ス

1
号
フ
ァ
ン
ド
設
立 
17.10 

事
業
性
評
価
に
基
づ
く
特
別
表
彰
の
実
施 

15.10 

事
業
性
評
価
部
会
お
よ
び 

地
方
創
生
地
域
活
性
化
委
員
会
の
設
置 

15.8 

金
融
仲
介
機
能
の 

ベ
ン
チ
マ
ー
ク
開
示 

17.2 

地
方
創
生
融
資
制
度
の
創
設 

15.11 

第
12

次 

中
計
ス
タ
ー
ト 

14.4 

第
13

次 

中
計
ス
タ
ー
ト 

17.4 

事
業
性
評
価
研
修
の
充
実 

16.10 
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  事業性評価における当行の目指す姿と取組み内容 

営業現場での
事業性評価の浸透

行内態勢
整備

メイン先の拡充による
安定した顧客基盤の確保

地域経済の維持・拡大

当行の
目指す姿

ＳＴＥＰ１

①行内ツール・マニュアルの整備、拡充

②外部との連携・提携の推進

⑧地域活性化特定先等への本業支援の取組み強化

⑨経営課題に応じたソリューションの拡充と提案力強化

⑩営業現場での事業性評価の浸透度把握

⑦全行員に向けた情報発信（成功事例等）や表彰制度の充実

ＳＴＥＰ４

【BM共通5】事業性評価先数

【BM選択14】ソリューション提案先数

【BM共通1】メイン先数

【独自指標】地域活性化特定先の売上・利益等

Ａ 事業性評価に基づく融資等の推進
…【評価指標】ＢＭ共通5

Ｂ ライフステージに応じた
ソリューション提案の強化
…【評価指標】ＢＭ選択14

Ｃ お客さまとの取引の拡充
…【評価指標】ＢＭ共通1

事業性評価の推進における主要課題

営業現場での

事業性評価の実践

ＳＴＥＰ２

事業性評価の
取組み検証

ＳＴＥＰ３

金融仲介機能の

ベンチマーク等
による進捗確認

⑤各種会議での徹底や営業現場での取組み

⑥法人担当者および研修の質・量の拡充

④新たな融資・支援スキームの構築

ＰＤＣＡサイクルの確立

（個々の実践を面的に展開）

③有効情報の提供等による法人営業の生産性向上
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 メイン先の拡充による安定した顧客基盤の確立  

事業性評価 課題発掘 ソリューション提案 課題解決 

メイン化 安定・継続した 
顧客基盤の確立 

10,380先   18,139先 
  （23.5％）   (40.2％） 

■事業性評価に基づく融資を行っている 
 与信先数及び割合（単体）〈BM共通5〉 

（参考） 

 上記計数は金融仲介機能のベンチマーク  

 を基に2016.3期から 2017.3期の推移を 
 記載  
 

5,374先   5,674先 
  （15.2％）   (15.8％） 

■ソリューション提案先数および割合 
 （グループ）〈ＢＭ選択14〉 

24,230先   27,037先 
  （55.0％）   (59.9％） 

■メイン取引先数の推移および全取引先数 
 に占める割合（単体）〈ＢＭ共通1〉 

将来に向けた強固な取引 

関係の構築により、新たな 

価値の源泉を生み出す 
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   事例 ｜ 事業性評価に基づくクロスソリューション 

医療・介護連携 事業譲渡 事業譲渡 

本部 本部 

Ａ支店 Ｂ支店 

お取引先様 Ａ 

①事業性評価 

②ニーズが顕在化 

①‘事業性評価 

②‘ニーズが顕在化 

③連携 ③‘連携 

アレンジャー 
手数料 

スキーム構築 
手数料 

アドバイザリー 
手数料 

アドバイザリー 
手数料 

④Ｍ＆Ａアドバイス 

⑤医療法人買収 

⑥シンジケートローン 
  （リファイナンス資金） 

⑦Ｍ＆Ａアドバイス 
（2件目） 

⑧医療法人買収 
（2件目） 

⑨事業性評価を活用した融資 
（リファイナンス資金） 

お取引先様 Ｂ お取引先様 Ｃ 

企業買収 医療・介護連携 

・Ｍ＆Ａアドバイザリーサービス提供(下記④,⑦)  

・シンジケートローン7億円組成（同⑥） 

・事業性評価を活用した融資等（同⑨）  
 ⇒合計1.1億円実行 

当行のソリューション 
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 取組み好事例の活用 ～成功体験をシェアする～ 

事業性評価に基づく優れた取組みをロールモデル事例として、研修や事例集など、
様々なチャネルをつうじてタイムリーに還元。事業承継やＭ＆Ａ、多額の資金需要に
対応した具体的な成功事例からノウハウを共有し、現場力向上に努めている 

■事業性評価に基づくソリューション特別表彰 表彰事例集 

http://ariel.cbk.local:12100/aqua/dc3125bd-1d2f-4d75-a780-873eedbb6cf4/view;/IMG-0869.JPG?modified=1520555848000&num=5
http://ariel.cbk.local:12100/aqua/01446f78-42b9-4f20-aa61-bae04f45c917/view;/IMG-0327.JPG?modified=1520555848000&num=1
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 １．プロローグ ～地方創生に向けた取組み～ 
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 アライアンスによるシンジケートローンの取組み 

首都圏および広域連携によるアライアンスを活用したシンジケートローンの 
アレンジャー取扱件数が増加 

（単位：百万円） （単位：件） 
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 取引先企業によるアライアンスのメリット 

シンジケー
トローン 

協調融資 
・ 

協調リース 

Ｍ＆Ａ 

寄付型 
私募債発行 
(同一寄付先) 

事業承継 
  ファンド※ 

※ 千葉・武蔵野アライアンス1号ファンドの活用 

ソリューション手段の多様化 

スピーディーな課題解決 

 アライアンスによるソリューションラインアップの拡充 

 ストラクチャードファイナンス等の案件組立てノウハウを共有 

アライアンス取引行との多面的な取引拡充  営業支援に携わる本部専門人員同士で業務毎の分科会を開催 

 新たに事業展開をする際に、『進出先の地元地方

銀行との関係構築による情報ルートの確保』と

『資金調達の早期目途付け』を目的に、千葉・武

蔵野アライアンスおよびTSUBASAアライアンスに

より、シンジケートローンを組成した。 

活用事例① 

活用事例② 

 資金調達１回あたりの調達ロットが大口となる株

式公開企業が、それまで融資取引の無かった当行

および武蔵野銀行の２行によるシンジケートロー

ンを組成し、スピーディに資金調達を実現できた。 

取引先企業のメリット  アライアンス行における取組み 

■多様なソリューション 
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 事例 ｜ アライアンスを活用したクロスソリューション 

①事業性評価 

②ニーズが顕在化 

資金調達の多様化 

③シンジケートローン（運転資金）【アレンジ】 
アレンジャー 

手数料 

地銀との関係構築 

③‘シンジケートローン【参加】 

③シンジケートローン【参加】 

グループ会社 
新規取引 

融資新規取引 

グループ会社 
新規取引 

融資新規取引 

融資新規取引 

 ④‘  
 リース 
【協調】 

リ
ー
ス
会
社 

リース会社 
④リース【協調】 

ＴＳＵＢＡＳＡアライアンス行 

千葉・武蔵野アライアンス 
１号ファンド 

⑤ファンド出資 

事業の永続的な発展 

お取引先様 

・シンジケートローン12億円組成(下記③)  

・ちばぎんリース3.8億円対応（同④） 

・千葉・武蔵野アライアンス1号ファンドに 
 よる投資1.2億円実行（同⑤） 

当行グループのソリューション 
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 外部パートナーとの連携によるビジネスマッチングの拡大 

取引先企業のニーズに応じて、外部パートナーとの連携を強化し、提供できる 
ソリューションを柔軟かつ積極的に拡充したことで、成約件数が増加 

150先 
以上 

※上記件数にはグループ会社等との成約件数は除く 

（単位：件） 

 外部パートナー 
との提携先数 
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 外部パートナーが提供するソリューションの多様化 

警備・防災

48％

広告・ＰＲ等

20％

コンサルティング

8％

自動販売機設置

15％

その他

（事業支援）

9％

外部パートナーを活用したソリューションの多様化により、『太陽光・省エネ設備 
導入』や『コスト削減』、『人材確保・福利厚生』等の成約事例が増加 

※上記はグループ会社、建築関連等は除く 

2014/9期 2017/9期 

【ビジネスマッチング成約件数内訳】 
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 外部パートナーによる最適なソリューションの提供 

取引先企業の多様なニーズに応じて、最適なソリューションを提供できる外部パート
ナーと積極的に連携を強化 

事業承継・Ｍ＆Ａ 

産学連携 

資金調達・動産買取 ビジネスの拡大 

人材確保・業務効率化 
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 最近の業務提携 

 株式会社ビズリーチとの業務提携 

 株式会社ＰＲ ＴＩＭＥＳとの業務提携 2/21 

3/7 
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 ４．今後に向けた取組み 

 １．プロローグ ～地方創生に向けた取組み～ 

   施策② アライアンスの活用 

 ３．施策① 事業性評価の取組み 

 ２．法人ビジネス拡大に向けた課題と取組み 

   施策③ 外部パートナーとの連携 
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 今後に向けた取組み 

業務効率化による生産性向上および法人提案営業力強化によるトップライン向上 

タブレット端末の活用による 
法人向け提案営業アプリの試行 

ビジネスマッチング 

100ユーザーに試験導入（2018.4～2019.3） 

制度融資 セミナー・商談会 

公的支援情報 外部レポート ＩＲ・プレス資料 

グループ会社 シミュレーション ニーズ発掘ツール 

 資料リンク・検索機能の活用に 
 よるクイックレスポンスの実現  
 （提案力強化） 
 

 ペーパーレスによる訪問準備時間
の削減および業務効率化 

  

 空き時間の有効活用による 
 若手人材の早期戦力化 

 

 ログデータの活用によるハイパ
フォーマーの提案営業ノウハウを
可視化 

（想定）導入効果 

 営業時間の捻出（1日15分程度） 

ビジネスマッチング等の成約件数増加 

 ＯＪＴの高度化 

 高度な提案スキルの可視化 
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【ご確認事項】 

本資料は、記載された商品または取引の一般的説明を目的とするものであり、

具体的な商品・取引の条件を提示するものではなく、具体的な商品の売買契約

締結の申込み、またはその申込みの勧誘を意味するものではありません。 

弊行に断りなく、本資料の全部もしくは一部を複製しまたはその他の方法でこ

れらを配布すること、または本資料に記載された情報を貴社の本件関係者以外

に開示することはご遠慮ください。 


